四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱
　（目的）

第１条　この要綱は、新技術・新製品の研究開発事業を行う中小製造業者に対して、当該事業に必要な経費の一部について予算の範囲内で補助金を交付することにより、競争力のある中小製造業者の創出を促し、もって市内製造業の活性化を目指すことを目的とする。

　（定義）

第２条　この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
　(1) 中小企業者　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に掲げるものをいう。
　(2) 中小製造業者　中小企業者のうち、製造業を営むものをいう。
　(3) 自社研究開発事業　中小製造業者が自ら行う事業のうち、新しい技術又は製品の研究又は開発を行い、技術は製品の高付加価値化を図るものをいう。

　(4) 成長分野への新規参入事業　中小製造業者が自ら行う事業のうち、今後成長が見込まれる分野（市長が別に定めるものに限る。）に新たに参入するため、新しい技術若しくは製品の研究開発を行う事業又は各種認証を取得する事業をいう。
　(5) 主たる事業所　国内における従業員総数の２分の１以上の従業員が常時勤務している事業所をいう。
　(6) 主たる研究所　国内において研究開発に従事する従業員総数の２分の１以上の従業員が常時勤務している拠点をいう。
　(7) 従業員　補助金の交付の対象となる企業に直接雇用されている者（派遣社員等を除く。）をいう。

　（対象者）

第３条　補助金の交付を受けることができる者は、主たる事業所又は研究所を市内に有して
１年以上事業を営んでいる中小製造業者とする。
　（対象事業等）

第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、中小製造業者が市内に有する事業所において行う自社研究開発事業又は成長分野への新規参入事業で、別表第１に掲げる採択基準に該当するものとする。ただし、他の公的な補助金を受けていないものに限る。
２　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要する経費のうち別表第２に掲げるものとする。ただし、成長分野への新規参入事業については、別表第２に掲げるもののほか、各種認証取得に要する経費についても補助対象経費とする。
３　第７条第１項の規定による交付決定がなされる前に着手した補助対象事業に要する経費（以下「事前経費」という。）については、補助対象経費とすることはできない。ただし、市長が必要かつ適当と認めたものについては、この限りでない。
　（補助金の額及び補助率）

第５条　補助金の額は予算の範囲内で、別表３のとおりとする。
２　前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。

　（交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ四日市市新規産業創出事業補助金交付申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　(1) 事業計画書（第２号様式）
　(2) 収支計画書

　(3) 事業実施予定表

　(4) 過去２期の決算書（ただし、事業を営んでから２年未満の中小製造業者については、申請時点で添付できる決算書）

　(5) 登記事項証明書

　(6) 定款

　(7) 会社パンフレット（会社の経歴書）

　(8) 市税の完納証明書

　(9) その他市長が必要と認めた書類

２　第４条第３項ただし書の規定により事前経費について補助対象経費として前項の申請を行おうとする申請者は、前項各号に掲げる書類のほか、次条第１項の規定による交付決定がなされる前に補助対象事業に着手した理由がわかる書類を添付しなければならない。
３　補助対象期間は、補助金交付決定日から１年以内とし、原則、年度を超えて実施することはできない。ただし、申請する事業が翌年度も実施されると見込まれる場合は、翌年度において本事業に係る交付申請ができるものとする。この場合、補助対象期間は、当初に交付決定を受けた年度から起算して２年間を限度とする。
４　連続２年にわたり補助金の交付を受けた者は、翌年度から２年の間は申請できないことにする。
５　第１項の申請は、１事業者につき、年度内に１回限りとする。

　（交付決定）

第７条　市長は、前条の規定により申請書の提出があった場合において、当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じて行う調査等により、補助金の交付又は不交付の決定を行い、その旨を四日市市新規産業創出事業補助金交付決定通知書（第３号様式）又は四日市市新規産業創出事業補助金交付却下通知書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を行う場合において、本要綱の目的を達成するために必要な条件を付することができる。
３　第１項の規定による交付決定の有効期間は、交付決定の日からその日が属する年度の３月末日までとする。
　（意見聴取）

第８条　市長は、前条の規定による決定を行うため、学識経験者、民間研究者等の専門家から意見聴取することができる。
　（計画の変更）

第９条　補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容、経費の配分その他の事項の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとする場合は、直ちに市長に四日市市新規産業創出事業計画変更承認申請書（第５号様式）を提出し、承認を受けなければならない。
２　前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく補助目的の達成に支障がないと認められる場合であって、補助対象経費全体及び各費目における20パーセント以内の変更をいう。

３　市長は、第１項の規定により承認の申請があったときは、変更内容を審査し、第７条第１項の規定による決定を変更することができる。
　（変更決定通知）

第１０条　市長は、前条第３項の規定により当該補助金の交付の変更を承認したときは、四日市市新規産業創出事業補助金変更決定通知書（第６号様式）により補助事業者に通知するものとする。
　（実績報告）

第１１条　補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、速やかに四日市市新規産業創出事業補助金実績報告書（第７号様式。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　(1) 収支決算書

　(2) 事業工程表

　(3) 領収書の写し

　(4) 事業実施の成果物若しくはその写真又は登録証の写し

　(5) その他市長が必要と認めたもの

　（補助金額の確定）

第１２条　市長は、前条の規定により実績報告書の提出があった場合において、その内容を審査し適当と認めたときは、交付する補助金の額を確定し、四日市市新規産業創出事業補助金交付確定通知書（第８号様式）により補助事業者に通知するものとする。
　（補助金の請求等）

第１３条　補助事業者は、前条の規定により通知を受けたときは、四日市市新規産業創出事業補助金請求書（第９号様式。以下「請求書」という。）により速やかに市長に補助金の交付の請求をしなければならない。
２　市長は、前項の請求書に基づき、補助金を交付するものとする。

　（補助金の返還）

第１４条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずるものとする。

　(1) 偽りその他の不正手段により、補助金の交付の決定を受けた場合

　(2) 補助金を他の用途へ使用した場合

　(3) 補助金の交付の決定に付した条件に違反した場合

　(4) その他この要綱に違反したと認められる場合

　（書類の整備）

第１５条　補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後５年間、保管しておかなければならない。

　（財産の管理及び処分）

第１６条　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（以下「取得財産等」という。）を、補助事業が完了した後も善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効果的運用を図らなければならない。

２　補助事業者は、補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後５年以内に、取得財産等を他の用途に使用し、他の者に貸付け、若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供しようとする（以下「取得財産等の処分」という。）ときは、あらかじめ市長に承認を得なければならない。ただし、当該取得財産等の取得価格又は効用の増加価格が３０万円未満のものは、この限りでない。

３　市長は、補助事業者が前項に規定する取得財産等の処分を行うことにより収入があるときは、交付した補助金の全部又は一部を納付させることができるものとする。

　（調査）

第１７条　市長は、補助金交付事業の適正な遂行を確保するために必要と認めたときは、補助事業者に対し報告を求め、又は調査を行うことができる。

　（補助金の評価）

第１８条　市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分に検証するものとする。

２　市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その他の適切な措置を講じるものとする。

　（その他）

第１９条　四日市市補助金等交付規則（昭和５７年四日市市規則第１１号）及びこの要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

１　この要綱は、告示の日から施行する。

２　第６条第４項の規定は、平成２９年度以後に連続２年にわたり補助金の交付を受けた者（平成２８年度及び平成２９年度に連続して交付を受けた者を除く。）について適用し、同年度前に連続２年にわたり補助金の交付を受けた者については適用しない。
３　この要綱は、第１５条及び第１６条の規定を除き、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の失効前に交付決定された事業については、なお従前の例による。
４　四日市市新商品・新技術開発等支援事業補助金交付要綱（平成６年告示第１９８号）は廃止する。
附　則（平成１２年３月３０日告示第１０１号）

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

附　則（平成１７年２月４日告示第１３４号）

この要綱は、平成１７年２月７日から施行する。

附　則（平成１７年１２月６日告示第５８５号）

この要綱は、告示の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。
附　則（平成１９年４月１日告示第１７１号）

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。
附　則（平成２１年８月１０日告示第４３３号）

この要綱は、告示の日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。
附　則（平成２２年４月１日告示第１６０号）

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

（四日市市産学・産産連携研究開発支援事業補助金交付要綱の廃止）

２　四日市市産学・産産連携研究開発支援事業補助金交付要綱（平成２１年四日市市告示第４９０号）は、廃止する。
（経過措置）

３　廃止前の四日市市産学・産産連携研究開発支援事業補助金交付要綱第６条の規定により行われた決定は、改正後の四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱第７条の規定により行われた決定とみなす。
附　則（平成２６年３月３１日告示第１３４号）

　この要綱は、平成２６年３月３１日から施行する。

附　則（平成２８年３月１０日告示第７２号）

　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則（平成２９年３月２７日告示第１２３号）

　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
附　則（平成３１年３月１９日告示第１２６号）
（施行期日）
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則の改正は、告示の日から施行する。
　　　　　　　　（商工農水部商工課）

別表第１（第４条関係）

補助対象事業の採択基準

　次の１から４までの全てを満たすものとする。

１　独創性又は新規性があること。
２　成果が社会に貢献できる可能性が高いこと。

３　成果が補助年度内に十分見込めるものであること。

４　開発を進める技術的能力、経営能力を有すること。

別表第２（第４条関係）

補助対象経費

　(1) 謝金：専門家による指導を受ける場合に要する謝金又は連携を行った大学等研究機関に対して支払う謝金

　(2) 旅費：専門家による指導を受けた場合に要する旅費

　(3) 原材料・部品等購入費：研究開発にかかる原材料及び副資材の購入に要する経費

　(4) 機械工具費：機械又は工具の試作、改良に要する経費
機械又は工具の購入、借用、据付、又は試運転に要する経費

　(5) 外注加工費：外注加工に要する経費

　(6) 技術導入提携費：技術指導等に要する経費

　(7) 産業財産権等の取得に要する経費：特許、実用新案、意匠の出願及び出願審査請求(又は実用新案技術評価書の請求)に要する手数料及び弁理士費用
(8) 技術研修費：新たな技術導入のための各種研修にかかる経費
　(9) その他経費：その他市長が必要と認めた経費

別表第３（第５条関係）
	補助対象事業
	自社研究開発事業
	成長分野への新規参入事業

	補助上限額
	補助対象事業につき２００万円
	補助対象事業につき４００万円

	補助率
	補助対象経費の1/2以内
注：２か年計画の場合は、各年
２００万円を限度とし、２か年で合計４００万円までとする。


	補助対象経費が５００万円以内の場合は1/2以内、補助対象経費が５００万円を超える場合は2/3以内
注：２か年計画の場合は、各年
４００万円を限度とし、２か年で合計８００万円までとする。



	件数の限度
	日本標準産業分類の小分類の区分につき原則２件までとする
	日本標準産業分類の小分類の区分につき原則２件までとする


第１号様式（第６条関係）

　　　　年　　月　　日

四日市市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　
四日市市新規産業創出事業補助金交付申請書

　四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱第４条に規定する事業を行いたいので、同要綱第６条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１　事業名

　（事業：　自社研究開発　／　成長分野への新規参入　）
２　補助金申請額　　　金　　　　　　　　　円
３　事業の概要

４　補助金を必要とする理由

第２号様式（第６条関係）

　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　
事業計画書

１　事業名

２　事業の目的

３　事業の全体計画

４　共同開発企業名又は機関名

５　事業達成による効果

６　事業実施における課題

７　貴社の得意とする製品・技術等

８　他の補助金の受入・申請状況

９　知的財産権保護に関する取り組み等

添付書類：収支計画書、事業実施予定表他

第２号様式添付書類

収支計画書

（単位：円）

	科　目
	予 算 額
	予算額の主な内訳

	Ⅰ　収入の部


	
	

	収入合計
	
	

	Ⅱ　支出の部


	
	

	支出合計
	
	


第２号様式添付書類

事業実施予定表

	
	作　　業　　内　　容

	４

月
	

	５

月
	

	６

月
	

	７

月
	

	８

月
	

	９

月
	

	１０

月
	

	１１

月
	

	１２

月
	

	１

月
	

	２

月
	

	３

月
	


第２号様式添付書類

事前着手理由書
　１　事業名
　２　事前着手（予定）日
　３　事前着手する必要がある理由
　４　事前着手に必要となる経費
　　　※経費の内容、積算、支払額、支払日等具体的な内容がわかる資料を添付すること
（注）

　事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結果、事前着手に必要な経費が認められない場合もあります。

第３号様式（第７条関係）

　　第　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者

四日市市新規産業創出事業補助金交付決定通知書

　　　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった　　　　年度四日市市新規産業創出事業補助金については、四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり交付することを決定したので通知します。

　　　　年　　月　　日
四日市市長　　　　　　　　印　　
記

１　補助金の額　　　金　　　　　　　　　円
２　事業名　

　（事業：　自社研究開発　／　成長分野への新規参入　）

３　補助金の交付の条件

(1) 四日市市補助金等交付規則及び四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱の規定を遵守すること。

(2) この補助金の交付に係る関係書類は、事業完了後５年間保存しておかなければならない。

(3) この補助金の交付については、後日市が監査を行うことがある。
第４号様式（第７条関係）

　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
四日市市新規産業創出事業補助金交付却下通知書
　　　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった　　　　年度四日市市新規産業創出事業補助金については、交付できませんので通知します。

　事業名

　　　　年　　月　　日
四日市市長　　　　　　　　印　　
第５号様式（第９条関係）
　　　　年　　月　　日
四日市市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　
四日市市新規産業創出事業補助金計画変更承認申請書

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった事業について、下記のとおり計画を変更したいので、四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱第９条の規定に基づき承認されたく申請します。

記

１　事業名

２　補助金変更申請額　　　金　　　　　　　　　円
３　変更の理由
４　変更の内容
第６号様式（第１０条関係）
　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者

四日市市新規産業創出事業補助金変更決定通知書

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった四日市市新規産業創出事業補助金の計画変更を承認したので、四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、交付決定を下記のとおり変更します。

　　　　年　　月　　日
四日市市長　　　　　　　　印
記

１　事業名

２　変更決定額　　　金　　　　　　　　　円
３　計画変更の内容
４　条件

第７号様式（第１１条関係）
　　　　年　　月　　日

四日市市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　
四日市市新規産業創出事業補助金実績報告書
　四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱第４条に規定する事業を完了したので、同要綱第９条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１　事業名

２　事業の目的及び内容

３　事業の実施方法

４　事業の効果

添付書類：収支決算書、事業工程表
第７号様式添付書類
収　支　決　算　書

（単位：円）

	科　目
	決　算　額
	決算額の主な内訳

	Ⅰ　収入の部

１　補助金収入


	
	

	収入合計
	
	

	Ⅱ　支出の部


	
	

	支出合計
	
	


第７号様式添付書類

事　業　工　程　表

	
	作　　業　　内　　容

	４

月
	

	５

月
	

	６

月
	

	７

月
	

	８

月
	

	９

月
	

	１０
月
	

	１１
月
	

	１２
月
	

	１

月
	

	２

月
	

	３

月
	


第８号様式（第１２条関係）
　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
四日市市新規産業創出事業補助金交付確定通知書

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定した　　　　年度四日市市新規産業創出事業補助金は　　　　年　　月　　日付け事業実績報告書に基づき、四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱第１２条の規定により、下記のとおり補助金の額を確定したので通知します。

　　　　年　　月　　日
四日市市長　　　　　　　　印　　
記
１　確定補助金の額　　　金　　　　　　　　　円
２　事業名
第９号様式（第１３条関係）
　　　　年　　月　　日

四日市市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者の署名又は記名押印）
四日市市新規産業創出事業補助金請求書

　四日市市新規産業創出事業補助金交付要綱第１３条の規定に基づき、補助金を請求します。

１　補助金額　　　金　　　　　　　　　円
２　事業名

　＜振り込み先＞

　　　　銀行名　　：

　　　　支店名　　：

　　　　口座区分　：

　　　　口座番号　：

　　　　口座名義　：

　　　（フリガナ）：

